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部 大学における 

0 西村由希子 ( 東大先端 研 ) 

0 年 。 米国において、 連邦研究費による 大学での研究成果の 民間技術移転を 規定したバイ = ドール法が 

制定された。 その後、 世界各国にて、 「大学における 第三の使命 = 社会貢献」という 認識が生まれた。 現在、 

技術移転。 産学連携の流れは " 世界的に加速度を 増している。 

- 方で、 技術移転。 産学連携の核となる。 大学の研究から 創出された「知的成果」を、 どのようにマネジメ 

ント。 つまり、 保護。 活用するか、 ほ ついては、 マネジメント 組織。 及び人材のあ り方も含め、 検討しなけれ 

ばならない点は 数多くあ ろう。 また。 十把一絡げの 議論ではなく、 各大学。 地域の目的や 特色に即したマネジ 

メントプロセスの 構築を検討する 必要があ る。 

、 四半世紀を経て、 まさに変革期を 迎えている。 ㈹ 8 年代当初は、 技術移転機関 ( 

明の構造並びに 目的は、 どの大学もほぼ 同じであ った。 しかしその後、 

、 研究者の間に 徐々に浸透されており、 その手法は。 従来の共同研究スタイルだけでな 

く 、 起業やライセンシングといった。 多様な形式へと 広がっていった。 それと共に 、 0 ずの意義は確立され 

ていったが、 それ以外の関連組織 ( 知財マネジメント 組織 ) が徐々に構築され、 それらのあ り方が。 各大学の 

ビジョンや地域環境にあ わせたスタイルへと 変化している。 また、 技術移転形式によって は 、 大学全体の知的 

成果を対象とはせず。 ニーズ ( マーケット ) を考慮した上で、 ターゲットを 絞って、 知的成果の創出を 促す事 

例も徐々に増加している。 つまり、 「万人が k 術 移転。 産学連携に関わることが 可能な組織体制構築」の 時代 

を 経て、 「知財マネジメントを 必要としている 人が ( 地域環境や大学環境にあ った ) 実にそれぞれの 目標に 

向かって結果を 出すことができる 組織体制構築 ゴ へと変化している。 また、 それらの変化とともに、 大学研究 

のあ り方に関する 議論も 、 改めて開始されている " 

本報告では、 米国中西部の 、 TT をはじめとした 知財マネジメント 機関の最新動向を 概説する。 また、 発 

表では、 それを基に、 現在の米国大学において「求められている 知財マネジメントスタイル」とは 何か、 考察 

する。 

米国大学における 知財マネジメント 組織は、 米国東西海岸と、 中西部では、 その組織体制が 大きく異なって 

きている。 東西海岸では、 従来のライセンシング ( 技術移転 ) だけでなく、 ( 大 ) 企業との共同研究が 活発 4 色 

しており、 外部資金をうまく 使 ラスキーム構築を 強化している。 言い換えると、 東西海岸は研究資金や 起業 資 

金 、 並びに研究者以外のマネジメント 人材が豊富に 存在しているため、 本来の研究活動を 強化させるための 取 

り組みに力をいれ つ っあ る。 そのため、 従来から存在している 0 管 T の位置づけは 依然として大きいが、 それ 

に加えて、 企業等の外部資源をさらに 積極的に利用する ( もしくは研究者にそれらのテクニックを 教える ) 部 

局や人材が構築されている ， 

対して中西部 は 、 東西海岸に比べると、 資金。 人材ともに乏しい。 図 1 に、 ウィスコンシン 州 ( 

刈 。 マサチュー セツ                       の べンチヤ 一 キャピタルギャップを 示した。 この図から。                     

  



人ロがそれほど 変わらず。 大学 

主要大学 教 で割ると、 それほど大差ない。 

に 、 初期段階での 

ことがわかる。 

そこで。 中西部でほ、 外部環境に頼りす 

ぎることなく、 大学内で知的成果をどこま 

で インキュベーションできるか。 が 課 

なっている。 そのため。 多くの大学で、 大 

学務ベンチで 一企業創出に 向けた 

もの姿勢が明確化され、 設立の議論や 、 が 活発化さ 、 近隣大学との ネッ ㌻ 

ネジメント人材育成に 力を注いでいる " 

この両地域の 違 いは 、 大学 発 ベンチャ一企業の 創出数からもわかる。 

米国では。 バイ = ド一 

立 された。 そのうち。 

チャ一企業が 誕生している。 し 

社以上もべンチャ 一企業を設立した 大学があ る反面、 約 5 大学からは べン 

くの大学はベンチヤ 一 

企業をあ まり立ち上げていない。 

これをさらに、 大学 発 ベンチヤ 一 

企業の支援体制図から 説明する " 図 

1 @ こ 、 大学務ベンチヤ 一企業への 支 

援 体制を示した。 米国では。 

Bt 型といわれる、 大 

わ ぬぃ タイプから、 

卸型 といわれる。 

さ ま にゆりかごから 墓場までケア 
を打 ぅ タイプまで。 主に 荏 種類に大 

別される。 米国東西海岸に 位置する 

大学の殆どは、 現在 臆 

とっている。 これは、 技術移転プ ロ 
俺便侍 の泊目二 % 力が 。 甲捧 @@7 ダ歯 Ⅳ A 白革 窩ぢかノ甜俺 れ比 接 3 目六 % 何 ぽう 

鱗 日 大字 尭 ベシア ャ ・ 盆 革への支援 陣剃 
セス の構築、 並びに大学ポリシ 一の 

率させるが、 ビジネス開発のサポートなどは、 それぞれの研究者等もしくは 部局の判断にゆだね 

る 、 というタイプであ る。 この型を採用できる 大学は。 上述のよ う @ こ 、 大学の周りに、 ビジネス形成を 実現さ 

せることができる 資源や環境が 整っているため、 大学自体がそこまでサポートする 必要性がないといえる。 

  



対して、 中西部の大学 は 、 数年前までの 軸 s-on 型から、 さ ら に手厚くサポートを 実施する 

型に徐々に変化している。 両者の大きな 違いは。 大学がビジネスオペレーションそのもの 

に 参加すること、 大学 

には。 殆どの中西部大学 能 性を試すことになるだろう」と 予測する。 

そのミネソタ 大学 (U した知財マネジメント 機関の大改革を 実施し 

大学であ る。 研究 

億 ) であ り、 発明開示 教 

ヂ一タ では 6 社となっ 社 となっている。 大学所在地域であ る 

玉腕 皿 e 題辞 0 銭 s  @ こ @% 。 脇 ケミカルエンジニアリンバ 分野の大学研 

究 レベルは全米 2 位であ る。 また。 農学。 生化学分野の 企業だけでなく、 流通企業も多い。 

の 知財マネジメン㌃ 機関は、 従来型であ る 

マ不 ジメントを実施していた。 しかし、 2 ㏄年度からの 組織改革 は 「従来型機能を 有する部署」 

と「優れた知的成果を 市場化する ( それを徹底的に サ ボートする ) 機関」とに分割きれた " 図 

ける技術移転プロセスを 示した。 

図からわかるよ う に。 9 業務は、 発明 評 

  。 ㍉。 ㎝ s ぬ ㍗並びに起業創出の 際の実施契約 

にのみ 特ィヒし 、 以前は㌢ T 

さらに市場に 近い知的成果のマキジメントを 実 

施することとなった。 及び 2 名の ユぎ ector のみが決定権 を有してお り 

もさ ㏄ to ずはそれぞれ Acade 

ela をぬ軸 s Ce 鮒餌と Ⅶ ま取 ㏄ Cente きめ マネジ 

メント業務に 就いている。 笘名は まったく別の 宮 2 玉 手ッ授 大才におけ・ き箔蜀鞍俺ソ ロ七ス 

セクションの 責任者でおり、 それぞれがチーム 

メンバーを擁している。 そのため、 組織構築に必要以上の 時間がかかることもなく、 むしろプロジェクトチー 

ムのような身軽さで、 次々と新しい 試みに挑戦している。 

ぬ も ぇ onsCe ぬ ち e ぎは、 ヒ述 した「登底的にサポートする」センタ 一であ る。 業務 

s ゑも f の構築、 バイオテクノロジ 一分野データベースの 作成、 学覚。 学内各種 ネ 

ッ トワークの構築、 国際連携の構築。 地域政府。 企業との意見交換、 アドバイザリーボードメシバ 一の選出、 

ワークショッ プ 等の開催、 等であ る。 これらの業務を、 アシスタントも 入れて 3 一 % 名 で実行することは 不可 

能に思える。 しかし。 彼らは既存の 部局やネットワークをうまく 利用し、 責任とリーダーシップを 発揮するこ 

とで、 それぞれのリソースをまとめることに 成功している。 例えば、 ヂ一 タベースは。 む 医薬系学部が 構築 

途中で止まっていたプロジ ヱクト を 、 の めが中心となって 完成させ、 の D から発信することで、 医薬系だけ 

全体で活用することができるよさになった。 また、 学内 恭 3 部局。 センター全てとネット 

ワークを構築し。 互いが干渉しあ ぅ ことを防ぎ                     それぞれのリソース 交換。 融合を実施している。 

  



対して、 VentureCenter は、 ベンチャー 

創業に時化している。 このセンターは 徹底的 

な Up, ぬ屯を bow 型であ り、 かつ市場マーケッ   
結 Ⅰ。 m0%1@ 輔 d" ト 性が非常に高いもののみを 取り扱っている。 

図 8 に 、 ㌔ め n も 町 re Ce 甜 er が実施している 

Ⅰ血汁 ova も 五 on  Desi Progra 田の概要を示した。 

まず、 担当者が、 可能性が高く、 かっ巨大な 

新規市場を探す。 このとき、 投資家や発明者 

Pl 「 窩 @ 尹侍己甘時 t り P ら め アドバイスも 受ける。 新規市場をめっけ 

た 後、 その市場に対して、 投資を募る。 金額 

は 平均四億円であ る。 十分な金額が 確保でき 

た 後、 当該市場に近い 分野で活躍していた 人 

を 募集し ( 実際には先方から 売込みが多 い ) 、 

; 已 ee を結成する。 Co 繭玉 は ee@ こは、 大学の 

A  course  に属し。 

企業経験を有する 人材を指し、 いわゆる 轄 皿も艶がで ene 町ではなり 内にて。 当該新規市場に 適し 

た 技術を -- 種類選択し、 起業のための 研究プロジェクトを 立ち上げる。 仮に、 技術の成熟度が 十分でない場合 

@ こ @ よ 、 図簗 にあ る Ga の 研究費を用いる。 同時に、 CE(M は起業準備に 入るにの際の 必要経費は 、 前 

述 した投資金額から 支払われる ) 。 2 ヵ月以内に、 当該技術の可能性を 再審 

査し 、 起業に向けた 支援の是非を 決定する " 起業するという 決定がおりた 際には、 引き続いて前述の 投資金額 

年夏月より実施されているこのプロバラムは、 現在 8 つの 

しており。 工 プロジェクトが 具体的な起業に 入った。 実装されているプロバラム 数から、 の 厳選された 技 

術 のみが選択されていることがわかる。 

ニの プロバラムの 大きな特徴は、 大学らしからぬ、 その順番にあ る。 起業に必要な 要素が「 入 。 知恵。 金   

もの ( 技術 ) 」とするならば、 殆どの大学は、 自身が有している「もの ( 技術 )J から発想を開始する。 またそ 

こには。 知恵だけでは 投資を募っても 成功しないという 現実もあ る。 しかし U では、 「知恵。 金           

( 技術 ) 」という。 大学では極めて 珍しい順番を 採用している。 知財マネジメント 手法としては 珍しいが。 プ 

ロジェク ト は順調に稼動しており。 徐々にその成果に 期待が集まり つ っあ る。 また、 マネジメント 人材育成に 

ついても、 優れた C 冠 ㊤が。 この地域に根付くための 戦略立案を最も 重要視している。 そのため。 起業家予備 

軍 であ る。 若者を対象とした 起業家育成プロバラムだけでなく、 経営経験のあ る人材のさらなる 教育に力をい 

れており、 短期的に結果を 判断できるプロバラムを 多数有している。 このように、 U は、 極めて限定された 

技術に対して、 徹底的に手をかける 知財マネジメント 手法を採用している。 

とは車で 5 時間しか離れていないウィスコンシン 大学田 

型を採用しているが。 U とは違い「時間をかける」戦略、 つまり、 長期的な人材戦略と、 シーズの熟成に カ 

を 入れている。 発表では、 この例についても 概説し。 両地域の違いについて 考察を行 う ，また、 中西部とひと 

@ @ < にするのではなく。 「登底的に手をかける」大学と、 「登底的に時間をかける」大学との 差異について、 
研究大学のあ り方という視点から 概論する。 

  


